
平成２７年度第４四半期 地場企業の経営動向調査（概要）
調査対象：福岡商⼯会議所の会員企業３，５７０社を任意抽出 期間：平成2８年３⽉８⽇ ３⽉３１⽇ 回答数：426 回答率：11.9％

報告（４）

コスト増に伴う価格転嫁への対応について
  １年間     増加    40%が「⼈件費」、25%が「仕⼊れ価格」によるとしてい
る。（複数回答）
コストの増加分を「全て」または「半分以上」転嫁できたのは45%あった⼀⽅で、「全くできてい
ない」企業が25%となっている。

【⾃社業況の景況判断推移（業種別）】
業況ＤＩ  横  圏内 動  先⾏  慎重  ⾜踏 状態 

平成28年1 3⽉の⾃社業況ＤＩ（全業種）は▲3.7（前期⽐－1.0ポイント）となり、3期
ぶりの悪化。 ただし、平成26年4⽉以降 ＤＩ値 ⼤  動     横ばい圏内で推移してお
り、地場企業の景況感は⾜踏み状態続く。

業種別にみると、⼩売業（前期▲20.8→今期▲6.8）が7期ぶりの⾼い結果となった。卸売業
（▲16.7→▲12.1）が改善し、サービス業（0.7→7.8）は2期連続の改善となった。
⼀⽅で、建設業（8.0→▲8.1）は約3期ぶりにマイナスとなった。製造業（5.0→▲19.4）が
前期4期ぶりのプラスから再びマイナスに転じた。運輸・倉庫業（15.8→12.4）は2期連続の
悪化となった。

全体 項⽬別 ⾒  、受注価格・販売価格だけでなく仕⼊れ価格も上昇しており、営業利益は
  悪化       資⾦繰     改善。

次期（平成28年4 6⽉）は▲11.1（今期⽐－7.4    ）  ２期連続悪化 ⾒通 。
改善 向  動  鈍  先⾏  慎重 姿勢 変    ⾜踏 状態 続 ⾒通 。

転嫁    理由    約６割  競合他社 据 置  値下     消費者 低価格
志向や取引先の値下げ要求」によるとしており、コスト⾼を単純に価格転嫁することの難しさを
伺わせる。
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